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STEP１-１ 基本情報STEP１-１ 基本情報
組合コード 43298
組合名称 藤倉コンポジット健康保険組合
形態 単一
業種 化学工業・同類似業

令和6年度見込み 令和7年度見込み 令和8年度見込み
被保険者数
* 平均年齢は
特例退職被保
険者を除く

1,780名
男性75%

（平均年齢42.99歳）*
女性25%

（平均年齢42.85歳）*

-名
男性-%

（平均年齢-歳）*
女性-%

（平均年齢-歳）*

-名
男性-%

（平均年齢-歳）*
女性-%

（平均年齢-歳）*
特例退職被保険
者数

0名 -名 -名

加入者数 3,144名 -名 -名
適用事業所数 10ヵ所 -ヵ所 -ヵ所
対象となる拠点
数

10ヵ所 -ヵ所 -ヵ所

保険料率
*調整を含む

100‰ -‰ -‰

健康保険組合と事業主側の医療専門職
令和6年度見込み 令和7年度見込み 令和8年度見込み
常勤(人) 非常勤(人) 常勤(人) 非常勤(人) 常勤(人) 非常勤(人)

健保組合 顧問医 0 0 - - - -
保健師等 1 0 - - - -

事業主 産業医 0 7 - - - -
保健師等 4 1 - - - -

第3期における基礎数値
（令和4年度の実績値）

特定健康診査実施率 
(特定健康診査実施者数÷
特定健康診査対象者数)

全体 1,135 ∕ 1,515 ＝ 74.9 ％
被保険者 1,002 ∕ 1,111 ＝ 90.2 ％
被扶養者 126 ∕ 378 ＝ 33.3 ％

特定保健指導実施率 
(特定保健指導実施者数÷
特定保健指導対象者数)

全体 63 ∕ 191 ＝ 33.0 ％
被保険者 63 ∕ 191 ＝ 33.0 ％
被扶養者 0 ∕ 3 ＝ 0.0 ％

令和6年度見込み 令和7年度見込み 令和8年度見込み
予算額(千円) 被保険者一人

当たり金額（円） 予算額(千円) 被保険者一人
当たり金額（円） 予算額(千円) 被保険者一人

当たり金額（円）

保健事業費

特定健康診査事業費 1,750 983 - - - -
特定保健指導事業費 3,240 1,820 - - - -
保健指導宣伝費 2,500 1,404 - - - -
疾病予防費 41,225 23,160 - - - -
体育奨励費 1,500 843 - - - -
直営保養所費 18,516 10,402 - - - -
その他 0 0 - - - -
　
小計　…a 68,731 38,613 0 - 0 -
経常支出合計　…b 1,170,774 657,738 - - - -
a/b×100 （%） 5.87 - -
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令和6年度見込み 令和7年度見込み

令和8年度見込み

(歳)

(百人)

70-74
65-69
60-64
55-59
50-54
45-49
40-44
35-39
30-34
25-29
20-24
15-19
10-14

5-9
0-4

3 2 1 0 1 2 3
男性(被保険者) 男性(被扶養者) 女性(被保険者) 女性(被扶養者)
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男性（被保険者）男性（被保険者）
令和6年度見込み 令和7年度見込み 令和8年度見込み
0〜4 0人 5〜9 0人 0〜4 -人 5〜9 -人 0〜4 -人 5〜9 -人
10〜14 0人 15〜19 20人 10〜14 -人 15〜19 -人 10〜14 -人 15〜19 -人
20〜24 68人 25〜29 118人 20〜24 -人 25〜29 -人 20〜24 -人 25〜29 -人
30〜34 147人 35〜39 148人 30〜34 -人 35〜39 -人 30〜34 -人 35〜39 -人
40〜44 179人 45〜49 196人 40〜44 -人 45〜49 -人 40〜44 -人 45〜49 -人
50〜54 208人 55〜59 132人 50〜54 -人 55〜59 -人 50〜54 -人 55〜59 -人
60〜64 78人 65〜69 33人 60〜64 -人 65〜69 -人 60〜64 -人 65〜69 -人
70〜74 2人 70〜74 -人 70〜74 -人

女性（被保険者）女性（被保険者）
令和6年度見込み 令和7年度見込み 令和8年度見込み
0〜4 0人 5〜9 0人 0〜4 -人 5〜9 -人 0〜4 -人 5〜9 -人
10〜14 0人 15〜19 5人 10〜14 -人 15〜19 -人 10〜14 -人 15〜19 -人
20〜24 37人 25〜29 46人 20〜24 -人 25〜29 -人 20〜24 -人 25〜29 -人
30〜34 39人 35〜39 45人 30〜34 -人 35〜39 -人 30〜34 -人 35〜39 -人
40〜44 57人 45〜49 49人 40〜44 -人 45〜49 -人 40〜44 -人 45〜49 -人
50〜54 63人 55〜59 66人 50〜54 -人 55〜59 -人 50〜54 -人 55〜59 -人
60〜64 34人 65〜69 1人 60〜64 -人 65〜69 -人 60〜64 -人 65〜69 -人
70〜74 0人 70〜74 -人 70〜74 -人

男性（被扶養者）男性（被扶養者）
令和6年度見込み 令和7年度見込み 令和8年度見込み
0〜4 83人 5〜9 94人 0〜4 -人 5〜9 -人 0〜4 -人 5〜9 -人
10〜14 127人 15〜19 92人 10〜14 -人 15〜19 -人 10〜14 -人 15〜19 -人
20〜24 62人 25〜29 6人 20〜24 -人 25〜29 -人 20〜24 -人 25〜29 -人
30〜34 1人 35〜39 0人 30〜34 -人 35〜39 -人 30〜34 -人 35〜39 -人
40〜44 1人 45〜49 0人 40〜44 -人 45〜49 -人 40〜44 -人 45〜49 -人
50〜54 2人 55〜59 1人 50〜54 -人 55〜59 -人 50〜54 -人 55〜59 -人
60〜64 4人 65〜69 1人 60〜64 -人 65〜69 -人 60〜64 -人 65〜69 -人
70〜74 2人 70〜74 -人 70〜74 -人

女性（被扶養者）女性（被扶養者）
令和6年度見込み 令和7年度見込み 令和8年度見込み
0〜4 74人 5〜9 110人 0〜4 -人 5〜9 -人 0〜4 -人 5〜9 -人
10〜14 114人 15〜19 112人 10〜14 -人 15〜19 -人 10〜14 -人 15〜19 -人
20〜24 51人 25〜29 22人 20〜24 -人 25〜29 -人 20〜24 -人 25〜29 -人
30〜34 30人 35〜39 53人 30〜34 -人 35〜39 -人 30〜34 -人 35〜39 -人
40〜44 73人 45〜49 73人 40〜44 -人 45〜49 -人 40〜44 -人 45〜49 -人
50〜54 82人 55〜59 54人 50〜54 -人 55〜59 -人 50〜54 -人 55〜59 -人
60〜64 38人 65〜69 19人 60〜64 -人 65〜69 -人 60〜64 -人 65〜69 -人
70〜74 8人 70〜74 -人 70〜74 -人

基本情報から見える特徴
・被保険者は75％が男性である、そのうち約半数が40歳以上である
・加入者に占める被扶養者割合が43.4％であり、40歳以上の被扶養者が359人である
・被保険者数からすると、適用事業所数及び対象となる拠点数が多く、加入者も点在している
・事業主の保健師は母体企業のみ(4事業所)在籍しており、その他6事業所には在籍していない
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STEP１-２ 保健事業の実施状況STEP１-２ 保健事業の実施状況
保健事業の整理から見える特徴保健事業の整理から見える特徴
・特定保健指導については、被保険者のみの実施である
・特定健診については、被扶養者の受診率が低い
・PepUpアプリの登録率は80％以上にもかかわらず、アクティブユーザーが25％程度以下である
・直営保養所の利用者が少ない
・生活習慣病において運動に対する効果的な施策がされていない
・喫煙率が高いが禁煙対策がされていない
・人間ドックの受診者が固定化されている
・被扶養者に対する保健事業の施策がない
・医療費の中で歯科に占める割合は増加しているが、歯科対策がなされていない
・母体企業以外の事業所は医療職不在で連携が取りにくい

事業の一覧事業の一覧
職場環境の整備職場環境の整備
　保健指導宣伝 　健康管理事業推進委員会
加入者への意識づけ加入者への意識づけ
　保健指導宣伝 　健康保険ハンドブック発行
　保健指導宣伝 　PepUp(健康情報サービス)活用
　保健指導宣伝 　ホームページ運営
個別の事業個別の事業
　特定健康診査事業 　特定健診(被保険者)
　特定健康診査事業 　特定健診(被扶養者)
　特定保健指導事業 　特定保健指導(被保険者)
　保健指導宣伝 　医療費通知
　保健指導宣伝 　育児情報誌の配布
　疾病予防 　がん検診費用補助
　疾病予防 　レディース健診
　疾病予防 　人間ドック補助
　疾病予防 　生活習慣病　重症化予防対策(被保険者）
　疾病予防 　ジェネリック医薬品利用促進のお知らせ
　疾病予防 　宿泊型健康セミナー
　体育奨励 　体育奨励活動への補助
　直営保養所 　直営保養所
　予算措置なし 　スポーツクラブ会員補助
事業主の取組事業主の取組
　1 　定期健康診断
　2 　メンタルヘルス対策
　3 　予防接種（インフルエンザワクチン接種）の補助
　4 　ウェルネス委員会
※事業は予算科目順に並び替えて表示されています。
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職場環境の整備職場環境の整備

保
健
指
導
宣
伝

1,2 健康管理事業
推進委員会 事業主側の意見を聴取し、保健事業活動に反映させる 一部の

事業所 男女

18
〜（

上
限
な
し）

その他 0 不定期開催 組織化された 委員会活動の活性化 2

加入者への意識づけ加入者への意識づけ

保
健
指
導
宣
伝

2 健康保険ハン
ドブック発行 健保組合事業に関して、制度や健康に関する知識を得る 全て 男女

18
〜（

上
限
な
し）

被保険
者 1,300 2年に1回更新見直し後配布 手元に残る、ネット環境不要 ペーパーレス化推進、紛失 1

2,5,7,
8

PepUp(健康情
報サービス)活
用 加入者の健康意識の醸成、自発的な健康の維持・改善行動の促進 全て 男女

18
〜
64

被保険
者 2,097 2019年 被保険者対象に導入

2023年 医療費通知導入
医療費通知導入により登録率が飛躍的
に向上した（80％）

アクティブユーザー(25%)が少なく、有
効的な利用されていない。 2

2 ホームページ
運営

健保制度及び周知したい事業活動の情報発信として活用する、組合員
の利便性向上 全て 男女

0
〜（

上
限
な
し）

加入者
全員 338 随時更新し、最新情報を掲載 委託業者に依頼 利用率向上

見やすさ、わかりやすさ 2

個別の事業個別の事業
特
定
健
康
診
査
事
業

3 特定健診(被保
険者) 健診実施の促進(実施率90％以上) 全て 男女

40
〜
74

被保険
者 0

・各事業所での安衛法 定期健康診断時
に実施
・一部の事業所は巡回健診で実施、結
果は健保に郵送

・各事業所での安衛法 定期健康診断時
に実施のため実施率が高い。

・小規模事業所では結果提出が紙で問
診票がないため、件数に反映されない
。
・また一部結果未提出もあり、回収が1
00％でない

1

3 特定健診(被扶
養者) 健診受診の促進(受診率30％以上) 全て 男女

18
〜
74

被扶養
者,任意
継続者

400 ・毎年4月に対象者宛に健診案内発送
・健診機関は委託

対象者個別案内、健診は委託で利便性
を考慮 健診受診率が低い(30％〜35％) 2

特
定
保
健
指
導
事
業

4 特定保健指導(
被保険者) 未実施事業所への展開、新たな流入者を防止 一部の

事業所 男女
40
〜
74

被保険
者 1,315 ・毎年、事業所持回りで、一部事業所

のみで実施 事業所で就業時間内での実施可能
・実施率が低い
・被保険者のみ実施、被扶養者が未実
施

1

保
健
指
導
宣
伝

2 医療費通知
・加入者が健康や医療に対する理解を深める。
・加入者が健康状態を管理し、健康になるよう努めることで、医療費
の増加が抑えるなど、医療保険財政の運営の健全化
・自分がいくら医療費を支払ったか、実際の医療費はいくらだったの
かを確認できる

全て 男女
0

〜
74

加入者
全員 0

従来四半期ごとに用紙にて通知してい
たが、2023年1月よりPepUpアプリに
て毎月通知

・ペーパーレス化
・PepUpアプリでの通知により経費削
減

・PepUpアプリ未登録者の対応
・PepUp医療費通知を確認しているか
不明

2

予予
算算
科科
目目

注1)注1)
事業事業
分類分類

事業名事業名 事業目標事業目標
対象者対象者

事業費事業費
(千円)(千円)

振り返り振り返り
注2)注2)
評価評価対象対象

事業所事業所 性別性別 年年
齢齢 対象者対象者 実施状況・時期実施状況・時期 成功・推進要因成功・推進要因 課題及び阻害要因課題及び阻害要因
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2,5 育児情報誌の
配布 育児休業者に育児、医療、保険制度の知識を習得してもらう 全て 女性

18
〜（

上
限
な
し）

基準該
当者 154 毎月、対象者に育児情報誌を配布 専門業者に委託 配布による効果測定不明 1

疾
病
予
防

3 がん検診費用
補助

日本人の一番多い死因であるがんの早期発見・早期治療により、治療
の負担を身体的にも経済的にも軽くする。
がん以外の病気を見つけることもできる。

全て 男女
18
〜
64

被保険
者 16,642 ・各事業所での安衛法 定期健康診断時

に実施
・各事業所での安衛法 定期健康診断時
に実施しているため受診率が高い。
・胃がん、大腸がん、子宮頸がん、前
立腺がん以外にもＡＢＣ健診を実施

・事業所での健診機関、医療機関によ
っては項目実施不可
・肺がん健診の検討

2

3 レディース健
診 健診受診の促進(受診率30％以上) 全て 女性

18
〜
65

被扶養
者 5,483 ・毎年4月に対象者宛に個別案内発送

・健診機関は委託
・健診機関は利便性を考慮
・オプション検査は無料 健診受診率が低い 2

3 人間ドック補
助

がん罹患率が上がる年齢から脳ドックを含めたドック検査で疾病の早
期発見・早期治療に繋げる。 全て 男女

35
〜
74

加入者
全員 725

・35歳以上被保険者･被扶養者の配偶者
・年1回25000円上限に費用補助
・利用者は年間30〜35名

なし
・費用補助をしているが、特定健診結
果提出義務がない。
・利用者の固定化

1

4
生活習慣病　
重症化予防対
策(被保険者）

対象者の方に案内配布し受診勧奨を実施する 全て 男女
18
〜
64

被保険
者 - 年度内に被保険者で要医療の未治療者

に対し受診確認書を発送 事業所経由での配布 無関心層への対策、受診に結びつかな
い、被扶養者未実施 1

7
ジェネリック
医薬品利用促
進のお知らせ

切り替え可能な後発医薬品について情報提供し、切り替え率の増加を
図る。 全て 男女

0
〜
74

基準該
当者 200

・PepUpアプリ医療費通知にてジェネ
リック医薬品に変更した場合の医療費
削減を案内している。
・委託会社により四半期ごとに該当者
に推奨案内文書を自宅に発送している
。
・ジェネリック医薬品推奨シール配布

・2022年度には目標の80％を到達。
・PepUpアプリではペーパーレス化

・PepUpアプリ未登録者の対応
・PepUp医療費通知を確認しているか
不明

2

4,5 宿泊型健康セ
ミナー

①健保に加入するプレ高齢者・前期高齢者の生活習慣病関連の健康意
識向上・健康行動の促進による疾病・重症化予防
②高齢者の医療費抑制と、それに伴う前期高齢者納付金の抑制

全て 男女
55
〜
74

基準該
当者 214 年2回開催、コンソーシアム型で参加、

参加費10万円/人、健保負担
業者を使用し専門性が高く、プログラ
ム内容が充実、コンソーシアム型なの
で業務負担なく利用できる

参加者が見つからない、費用対効果、
遠方開催 2

体
育
奨
励

2,5 体育奨励活動
への補助 体育活動に積極的に参加できるきっかけとなる 全て 男女

18
〜
74

被保険
者 100

職場単位で申請し1人年間1500円補助
2023年ゴルフを可とした。（母体企業
がゴルフシャフト製造）

・コロナ禍では未実施
・一過性のイベント開催に対する補助
であり、運動習慣に繋がっていない。
・被扶養者に対して未実施

1

直
営
保
養
所

8 直営保養所
直営保養所「奥日光荘」の保有及び契約保養施設も利用できる体制に
なり、加入者の健康増進やリフレッシュを目的として、利用促進を目
指す

全て 男女

0
〜（

上
限
な
し）

加入者
全員 11,200

・年間を通して利用可能
・2023年度利用者は350名程度
・コロナ禍では利用が不調

委託業者を通して申込
・被保険者･被扶養者の利用者少ない。
・施設の老朽化
・費用対効果が薄い

1

予
算
措
置
な
し

2 スポーツクラ
ブ会員補助 運動習慣を身につけてもらうきっかけ作りとする 全て 男女

18
〜
74

加入者
全員 - 個人で申込法人価格で利用 健保費用なし 利用者が増えない、効果的な利用がな

されない 1

注１) １．職場環境の整備  ２．加入者への意識づけ  ３．健康診査  ４．保健指導・受診勧奨  ５．健康教育  ６．健康相談  ７．後発医薬品の使用促進  ８．その他の事業
注２) １．39%以下  ２．40%以上  ３．60%以上  ４．80%以上  ５．100%

予予
算算
科科
目目

注1)注1)
事業事業
分類分類

事業名事業名 事業目標事業目標
対象者対象者

事業費事業費
(千円)(千円)

振り返り振り返り
注2)注2)
評価評価対象対象

事業所事業所 性別性別 年年
齢齢 対象者対象者 実施状況・時期実施状況・時期 成功・推進要因成功・推進要因 課題及び阻害要因課題及び阻害要因
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事業主の取組事業主の取組

定期健康診断 安衛法に基づく健診 被保険者 男女
18
〜
64
事業主主体での健診 勤務時間中の受診可 二次健診の受診率が上がらない 有

メンタルヘルス対
策 メンタルヘルス予防への取り組み 被保険者 男女

18
〜
64
不定期開催セミナー 精神科顧問医契約 各事業所での活動のみ 無

予防接種（インフ
ルエンザワクチン
接種）の補助

インフルエンザ感染による事業への影響の最小化 被保険者 男女
18
〜
64
冬季、産業医実施及び提携医療機関 一部事業所及び労働組合で負担 事業所によってばらつきあり 無

ウェルネス委員会 健康経営の先駆けとして立ち上がり - 男女
18
〜
64

・委員は母体企業各事業所工場長､人事総務責任
者､保健師及び健保組合常務理事､健保保健師
・四半期ごとに開催
・具体的な活動は母体企業各事業所が企画実施

各事業所の状況に応じて活動が可能 全社的な取り組みになっていない、底上げがで
きていない、周知不足 有

事業名事業名 事業の目的および概要事業の目的および概要
対象者対象者 振り返り振り返り 共同共同

実施実施資格資格 性別性別 年年
齢齢 実施状況・時期実施状況・時期 成功・推進要因成功・推進要因 課題及び阻害要因課題及び阻害要因
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STEP１１-３３ 基本分析基本分析

登録済みファイル一覧登録済みファイル一覧
記号 ファイル画像 タイトル カテゴリ コメント
ア 特定健診 特定健診分析 行動特性＜年度別　健診受診率＞

イ 特定健診(被保険者) 特定健診分析 事業所別　健診受診率

ウ 特定健診(被扶養者) 特定健診分析 行動特性＜年齢階層別　健診受診率＞

エ 特定健診(被扶養者) 特定健診分析 被扶養者の３か年健診受診状況、健診未受診群のパターン分析

オ 特定保健指導 特定保健指導分析 行動特性＜特定保健指導対象者割合（全体）＞

カ 特定保健指導 特定保健指導分析 特定保健指導対象者割合（被保険者・被扶養者別）年齢階層別特定保健指
導対象者割合

キ 特定保健指導 特定保健指導分析 生活習慣病対策　特定保健指導＜流入出分析　被保険者・被扶養者＞

ク 特定保健指導 特定保健指導分析 生活習慣病対策　特定保健指導＜実施率改善策　隠れた服薬者＞＜実施率
改善策　受診勧奨＞
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ケ 肥満者対策 特定健診分析 健診・問診分析サマリ〈被保険者全体〉

コ 肥満者対策 特定健診分析 健診分析〈肥満〉

サ 生活習慣病重症化予防 加入者構成の分析 属性・年齢階層別加入者構成割合

シ 生活習慣病重症化予防 医療費・患者数分析 ICD10大分類別 医療費構成割合 上位10

ス 生活習慣病重症化予防 医療費・患者数分析 生活習慣病 リスク分布

セ 生活習慣病重症化予防 健康リスク分析 生活習慣病 リスク分布〈被保険者〉〈被扶養者〉

ソ 生活習慣病重症化予防 健康リスク分析 治療放置の恐れがある群

タ 生活習慣病重症化予防 医療費・患者数分析 生活習慣病医療費分析　主な疾病の医療費推移
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チ 生活習慣病重症化予防 健康リスク分析 〈治療中断の恐れがある群〉

ツ 慢性腎臓病重症化予防 医療費・患者数分析 主な疾病の患者数推移〈入院・外来別〉

テ 慢性腎臓病重症化予防 健康リスク分析 CKD（慢性腎臓病）重症度別 受診状況　経年推移

ト 慢性腎臓病重症化予防 健康リスク分析 糖尿病患者 腎機能マップ　腎症病期分類割合

ナ ICT 特定健診分析 健診問診分析サマリ

ニ ICT 特定健診分析 健診問診分析

ヌ ICT 特定健診分析 健診分析（血圧・肝機能）

ネ ICT 特定健診分析 健診・問診分析（メタボ・喫煙）

ノ ICT 特定健診分析 問診分析（運動）

ハ ICT 特定健診分析 問診分析(運動・食事)

ヒ ICT 特定健診分析 問診分析(食事)
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フ ICT 特定健診分析 睡眠・咀嚼

ヘ ICT 特定健診分析 生活習慣改善意欲

ホ 喫煙対策 特定健診分析 -

マ 喫煙対策 特定健診分析 -

ミ 喫煙対策 特定健診分析 喫煙状況

ム がん対策 特定健診分析 医療費経年比較・患者数経年比較

メ がん対策 医療費・患者数分析 診療開始日年齢分析

モ 歯科対策 医療費・患者数分析 総医療費、年齢階層別受療率

ヤ 歯科対策 医療費・患者数分析 歯科受診割合　被保険者被扶養者別

ユ 歯科対策 医療費・患者数分析 う蝕」歯周病　重症化率　年齢階層別　受療率比較
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ヨ 後発医薬品切替促進 後発医薬品分析 年度別、月別

ラ 後発医薬品切替促進 後発医薬品分析 使用状況(年齢階層別)効果額シュミレーション

リ 事業所別健康レポート（コラボヘルス促進） その他 健診受診率　特定保健指導対象者割合

ル 事業所別健康レポート（コラボヘルス促進） 特定健診分析 非喫煙率　運動習慣

レ 事業所別健康レポート（コラボヘルス促進） 特定健診分析 食事習慣　飲酒習慣

ロ 事業所別健康レポート（コラボヘルス促進） 特定健診分析 睡眠習慣　気分障害

ワ 事業所別健康レポート（コラボヘルス促進） その他 事業所別　治療放置者割合

ヲ 事業所別健康レポート（コラボヘルス促進） その他 生産性関連指標　プレゼンティーズム　アブセンティーズム

ン メンタル対策 健康リスク分析 生活習慣病対策　問診分析(睡眠)

アア メンタル対策 健康リスク分析 メンタル疾患対策＜気分障害(うつ病など)・神経性障害(不安障害など)＞
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STEP２ 健康課題の抽出STEP２ 健康課題の抽出
No. STEP1

対応項目 基本分析による現状把握から見える主な健康課題 対策の方向性 優先すべき
課題

1

＜特定健診(被保険者)＞
・22年度においては健診受診率が76.7％と、単一健保の目標である90％に1
3.3ポイント足りていない
・被保険者、被扶養者ともに他健保よりも健診受診率が低く、22年度は被扶
養者の63.8％が未受診である
・被保険者においては、事業所の特性に合わせた健診受診を促す取り組みが
必要である

 ・健診受診機会の周知および機会拡大
・健診未受診者への受診勧奨 

2

＜特定健診(被扶養者)＞
・年齢階層別にみると被扶養者40代後半の健診受診率が低く、健診受診を促
す必要がある
・被扶養者において3年連続健診未受診者が172人おり、リスク状況が未把
握の状態が続いている
・年度により受診状況が変わる「浮動層群」に該当している人には、毎年の
健診受診を促す必要がある
・未受診者の中には普段から医療機関に受診している人も多く存在している
ため、個別の状況に合わせた介入が必要

 ・健診受診機会の周知および機会拡大
・健診未受診者への受診勧奨 

3

＜特定保健指導＞
・他健保に比べ「服薬」の該当者割合が高く、22年度の特保該当者割合は他
健保よりも低く抑えられている
・被扶養者では被保険者に比べて「情報提供（非肥満_検査値正常）」の割
合が高く、健診未受診者のリスク把握が必要である
・被保険者の50代は他健保に比べ「服薬」の該当者割合が高く特保該当者割
合が低いが、40代後半では他健保よりも該当者割合が高い

 ・会社と共同で生活改善及び特定保健指導の重要性・必要性の認知度を
高める
・保健指導参加機会の提供・周知
・若年者や予備群に対し、将来的なリスクを低減させる取り組みを行う
・肥満者数を減少させることで、将来的な生活習慣病リスクおよび特定
保健指導対象者数を減少させる



ア，イ

ア，ウ，エ

オ，カ
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4

＜生活習慣病重症化予防＞
・男性被保険者では他健保と比較して40代後半、50代前半の加入者構成割
合が高い
・女性被保険者では他健保と比較して50代以降の加入者構成割合が高い
・医療費構成割合では「内分泌，栄養及び代謝疾患」「循環器系の疾患」な
ど生活習慣病関連の疾病が上位に入っている
・「未把握」該当者の健診受診による早期状態確認と、22年度においては5
3人の医療機関受診が推奨される
・被保険者の治療放置群割合は改善傾向であり、22年度においては4.6％と
他健保の6.1％より低い
・被保険者では生活習慣病群の割合が高いが重症化群が低く、早期治療によ
る重症化予防が功を奏していると捉えられる
・受診勧奨域にもかかわらず2年連続治療放置者が多く存在する
・医療機関未受診による重症化が疑われる者が存在する
・生活習慣病医療費は18年度から22年度にかけて59.5％増加しており、受
療率が2.5ポイント上昇、受診日数と1人あたりの医療費単価も上がっている
ことが要因
・高血圧症の患者数は年々増えており、18年度と22年度の比較では医療費
が4百万円増えている
・被保険者では男女ともに肝疾患の受療率が他健保よりも高い
・治療中断の恐れがある群が存在し、リスクが高い状態で放置されている可
能性がある

 ・治療放置者に対して、早期に治療を受けるように受診を促し、疾病の
重症化を防ぐ
・治療中断者に対して、対象者本人に状況を確認のうえ、本人の判断に
よって放置している場合は受診を促し、重症化を予防する

5

＜慢性腎臓病重症化予防＞
・人工透析導入により一人当たり医療費が最も高額となる腎不全の患者が存
在し、重症化する前の段階で留めることが求められる
・CKDステージマップで高度リスクに該当する4人のうち2人は、腎疾患での
医療機関受診が見られない
・CKDステージマップで2年連続高度リスク該当者は2人いるが、2人とも医
療機関を受診している
・2型糖尿病治療中患者の血糖アンコントロール者の内、まだ打ち手が可能
と思われる糖尿病のみの群および、腎機能低下疑いの群については個別の介
入が必要
・人工透析導入の防止に向け、病期進行の食い止めに向けた対策の強化が必
要

 ・腎症ハイリスクかつ未通院者に対して、早期に治療を受けるように受
診を促し、疾病の重症化を防ぐ

サ，シ，ス，
セ，ソ，タ，
チ

ツ，テ，ト
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6

＜ICT＞
・被保険者の健康状況では、他健保よりも脂質、血糖が良好だが、肥満、血
圧、肝機能の改善が望まれる
・被保険者の生活習慣では、他健保よりも食事、飲酒が良好であるが、喫煙
、運動、睡眠習慣の改善が望まれる
・男性被保険者の健康状況では、他健保に比べて血圧、肝機能が好ましくな
い状況である
・男性被保険者の生活習慣では、喫煙、運動、睡眠習慣を改善することで、
よりよい健康状況につなげる必要がある
・女性被保険者の健康状況では、他健保に比べて肥満、血圧が好ましくない
状況である
・女性被保険者の生活習慣では、喫煙、運動、睡眠を改善することで、より
よい健康状況につなげる必要がある
・男性被保険者では、運動習慣なしの割合が年々下がっているものの、22年
度は75.2％と他健保よりも高い
・22年度女性被保険者では、身体活動なしの割合が78.4％と他健保よりも高
い
・女性被保険者で間食を毎日摂取している人の割合が他健保よりも高く、と
りわけ50代の改善が望まれる
・被保険者では男女ともに生活習慣改善に取組済みの人の割合が他健保より
も高い一方、意志なしと回答している人の割合も高く注意が必要である

 ・ICTを活用した健康イベント等を展開し、運動習慣や改善意思を高め
る 

7

＜喫煙対策＞
・22年度男性被保険者の喫煙率は39.4％と他健保よりも高い
・22年度男性被保険者の40代後半以降は喫煙率が他健保よりも高い状況で
ある
・21年度喫煙者であったもののうち、14人が22年度に非喫煙者となってい
る
・21年度禁煙外来受診者はいない

 ・喫煙習慣のある人への禁煙促進 

8
＜がん検診＞
・乳がん、前立腺がんの患者が増えており、医療費も増加している
・乳がんにおいては他の種別に比べ、疑いを除く患者の割合が高い
・乳がん検診での有所見者への医療機関受診勧奨事業の重要性が高い

 ・がん検診での要精密検査者に対する受診勧奨を行い、早期受診に繋げ
る

ナ，ニ，ヌ，
ネ，ノ，ハ，
ヒ，フ，ヘ

ホ，マ，ミ

ム，メ
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9

＜歯科対策＞
・歯科医療費は18年度と22年度の比較で5百万円増えている
・21年度から22年度にかけて、20代の歯科医療費は2百万円増えている
・歯科受療率は他健保と同等であり、メンテナンスでの定期受診を促進する
必要がある
・歯科受診者割合は高まっているが、22年度は加入者のうち49.6％が1年間
に一度も歯科受診をしていない
・22年度歯科未受診者のうち、3年連続未受診者は57.1％であり、歯科受診
勧奨の対策が求められる
・年齢階層別では年代が上がるごとに歯科受診率が高くなっている
・被保険者よりも被扶養者の歯科受診割合が高く、被保険者にメンテナンス
での受診を促す必要がある
・う蝕又は歯周病において治療中の者の内、一定数が重度疾患にて受診して
おり、メンテナンスでの歯科受診を促進し、重症化しないよう対策をとる必
要がある
・全ての年代において、う蝕又は歯周病の重度疾患者が存在しており、加入
者全体に向けて定期受診を促す必要がある

 ・健康診断の問診項目で「噛みにく」を回答している方へ働きかけをす
る(リスク状態の把握および自覚を促す)
・定期的な歯科受診勧奨を行う

10
＜ジェネリック対策＞
・ジェネリック医薬品の数量割合は、22年度に目標値である80％を上回っ
ている
・全て最安値の後発医薬品に切り替えた場合、10百万円の薬剤費減少が見込
める

 ・全加入員への継続的な啓蒙活動の実施
・後発医薬品への切替余地があるターゲットへ重点的に切替を促す

11

＜事業所対策＞
・事業所の特性に合わせた健診受診を促す取り組みが必要である
・特定保健指導対象者割合が高い事業所の特徴・課題を捉えて対策を講じる
必要がある
・喫煙率については事業所別に大きな差が生じている
・事業所により健康課題が異なるため、個別の対応が必要となる
・労働生産性にも繋がるため、特に放置者割合が高い事業所においてはコラ
ボヘルスにて早期受診を徹底する必要がある
・プレゼンティーイズム：体質的な要因や作業環境及び職場環境に要因とな
りえる疾患など、必要に応じて事業主と情報を共有し、対策を講じる必要が
ある
・アブセンティーイズム：罹患すると日常生活や業務にも大きな影響を及ぼ
すため、検診や早期治療による対策が望まれる
・22年度から不妊症の保険適用範囲が拡大しており、医療費への影響も大き
いことが想定される

 ・事業所別に健康レポートを作成し、全体の意識を高める

モ，ヤ，ユ

ヨ，ラ

リ，ル，レ，
ロ，ワ，ヲ
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＜特定保健指導流入対策＞
・毎年流出者が一定数いるので、「流入」を止めることで特定保健指導該当
者数を減らすことができる
・「流入」群においては「悪化・新40歳・新加入」のカテゴリーがあり、そ
れぞれの特性に合わせた対策の検討が必要である
・被扶養者においては、新加入、前年未受診者による流入が多い
・保健指導対象者の中には生活習慣病での処方実績がある者が存在し、適切
な問診回答で特定保健指導対象者減少に繋がる可能性がある
・特定保健指導対象者の中には、ハイリスクのため治療を優先すべき者が存
在し、個別の状況に沿ったアプローチが必要
・若年層において保健指導域該当者が一定数存在しており、特定保健指導へ
の流入対策が必要である
・22年度男性被保険者の保健指導域該当者割合は30代前半では16.4％とな
っており、30代後半になると19.1％まで上昇している

 ・会社と協働で生活改善の重要性・必要性の認知度を高める
・若年者や予備群に対し、将来的なリスクを低減させる取り組みを行う

13
＜肥満者対策＞
・被保険者の肥満者割合は44.5％と他健保の43.9％よりも高い
・22年度女性被保険者の肥満該当者割合は26.9％で他健保よりも高く、年齢
階層別では40代前半の肥満該当者割合が30.2％と他健保よりも10.1ポイント
高い

 ・肥満者数を減少させることで、将来的な生活習慣病リスクおよび特定
保健指導対象者数を減少させる

14
＜メンタル対策＞
・被保険者では男女ともに睡眠習慣が他健保よりも好ましくない状況である
・22年度メンタル疾患の受療率が7.8％となっており、他健保の7.1％よりも
高い

 ・実態および課題を事業主と共有し、解決策の検討材料とする
・健康相談窓口を設置し、重症化を防ぐ

基本情報基本情報
No. 特徴 対策検討時に留意すべき点

1 単一健保であるが、主たる事業主が２つ。各事業所に医療職がいる母体企業では連携が取り
やすい環境にあるが、医療職不在の事業所とは連携が取りにくい  母体企業以外との連携が取れる環境整備

2 男性被保険者の加入率は73.6％と高く、40代後半、50代前半の加入者構成割合が高い  他健保と比較して平均年齢は若いものの、生活習慣病が増えていく年代であり、対策が
必要である

保健事業の実施状況保健事業の実施状況
No. 特徴 対策検討時に留意すべき点

1
・特定健診（被保険者）は、定期健康診断と合わせて実施しており、受診率は、90％程度と
なっている。50代後半以降より低い。
・特定健診（被扶養者）の実施率は、35％程度であり、全年代で低い。

 ・被保険者については、実施データの確実な入手をすることで、実施率を向上すること
が可能。
・被扶養者については、個人宛健診案内時に受診券を同封、未受診者に対しては受診勧
奨をするなど、受診しやすい状況を整える。

2 特定保健指導は、被保険者のみの実施であり、年度毎に対象事業所を定めて実施していた。
過去５年間の実施率は8％〜33％。  特定保健指導は対象者全員に対し受診勧奨を実施し、受診しやすい環境を整える。

キ，ク

ケ，コ

ン，アア
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3
ICTアプリ PepUpを導入して医療費通知、健保組合からの通知機能を活用をいる。登録率80
％以上は、高い水準だが、アクティブユーザーが25％と低く、活用をしていない被保険者が
多い。

 PepUpの機能を有効活用する事業の企画立案実行する。

4 がん検診は胃がん・大腸がん・乳がん・子宮頚がん・前立腺がん以外にも胃リスク(ABC健診)
・腹部超音波検診を実施している。  総合評価指標≪大項目５≫がん健診の実施状況による4種の健診を実施しているが、肺が

んについては未実施のため検討をする。
5 35歳以上の被保険者及び被扶養者である配偶者に対して人間ドック費用補助を行っているが

、利用者は年間30名〜35名であり、利用者が固定化されている。  人間ドック受診をしやすくするため、予約を簡易にできる等の環境を整え、対象年齢を
健康リスクの高まる40歳以上に絞り込む。

6 ・体育奨励補助金支給しているが、運動推進活動が活性化できていない。
・スポーツジムなど利用者が少ない。  健診・問診分析より生活習慣における運動習慣の改善が必要となっている。運動習慣を

つける事業の企画立案が必要となっている。
7 前期高齢者納付金の圧縮を目的に宿泊型健康セミナーを実施しているが、参加者が被保険者

で65歳未満が多かったため、目的に沿った結果がでていない。  参加者を被保険者、被扶養者の65歳〜74歳に絞り込み実施をする。

8
ジェネリック医薬品利用推奨は、次の通り実施している。
① 推奨シールの配布
② Pep Up医療費通知時に削減効果の明示
③ 外部業者による利用促進通知の郵送

 ジェネリック医薬品数量割合は2022年に目標である80％上回り、引き続き実施していく
。
但し、推奨シールは保険証廃止に伴い実施を終了とする。
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STEP３ 保健事業の実施計画STEP３ 保健事業の実施計画

事業の一覧事業の一覧
職場環境の整備職場環境の整備
　保健指導宣伝 　健康管理事業推進委員会
　その他 　ウェルネス委員会
加入者への意識づけ加入者への意識づけ
　保健指導宣伝 　ホームページ運営
　保健指導宣伝 　健康保険ハンドブック発行
　疾病予防 　PepUp(健康情報サービス)運営
個別の事業個別の事業
　特定健康診査事業 　特定健診(被保険者)
　特定健康診査事業 　特定健診(被扶養者)
　特定保健指導事業 　特定保健指導
　保健指導宣伝 　後発医薬品切替促進
　保健指導宣伝 　育児情報誌の配布
　疾病予防 　生活習慣病重症化予防
　疾病予防 　慢性腎臓病重症化予防
　疾病予防 　喫煙対策
　疾病予防 　歯科対策
　疾病予防 　がん対策
　疾病予防 　人間ドック
　疾病予防 　メンタルヘルス対策
　疾病予防 　宿泊型健康セミナー
　体育奨励 　運動習慣の推進
　直営保養所 　直営保養所
※事業は予算科目順に並び替えて表示されています。

事業全体の目的事業全体の目的
特定健診の受診率及び特定保健指導の実施率を増加させ、運動や喫煙の生活習慣の改善行動が取れるようにする

事業全体の目標事業全体の目標
運動習慣が身に付き、喫煙率が下がり、生活習慣病に関する医療費が削減される
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職場環境の整備職場環境の整備
- - - - - -

保
健
指
導
宣
伝

1 既
存

健康管理事業
推進委員会 全て 男女

18
〜（

上
限
な
し）

その他 １ ス
担当者を集い、健康保険
組合、事業所との意見交
換の場を設け、共有する
ことで全体の健康意識の
底上げを図る

ア
保健事業の中長期にわた
る企画立案、実施計画の
策定、実施結果の分析・
評価を行い、理事会に対
し意見の提出を行う

年2回以上開催し、事業所
と課題を共有。課題の気
づきの創出および解決に
向けたフォローを行う

年2回以上開催し、事業所
と課題を共有。課題の気
づきの創出および解決に
向けたフォローを行う

年2回以上開催し、事業所
と課題を共有。課題の気
づきの創出および解決に
向けたフォローを行う

年2回以上開催し、事業所
と課題を共有。課題の気
づきの創出および解決に
向けたフォローを行う

年2回以上開催し、事業所
と課題を共有。課題の気
づきの創出および解決に
向けたフォローを行う

年2回以上開催し、事業所
と課題を共有。課題の気
づきの創出および解決に
向けたフォローを行う

保健事業の効果的かつ効率的な促進を図る
ことを目的とする

＜事業所対策＞
・事業所の特性に合わせた健診受
診を促す取り組みが必要である
・特定保健指導対象者割合が高い
事業所の特徴・課題を捉えて対策
を講じる必要がある
・喫煙率については事業所別に大
きな差が生じている
・事業所により健康課題が異なる
ため、個別の対応が必要となる
・労働生産性にも繋がるため、特
に放置者割合が高い事業所におい
てはコラボヘルスにて早期受診を
徹底する必要がある
・プレゼンティーイズム：体質的
な要因や作業環境及び職場環境に
要因となりえる疾患など、必要に
応じて事業主と情報を共有し、対
策を講じる必要がある
・アブセンティーイズム：罹患す
ると日常生活や業務にも大きな影
響を及ぼすため、検診や早期治療
による対策が望まれる
・22年度から不妊症の保険適用範
囲が拡大しており、医療費への影
響も大きいことが想定される

会議開催(【実績値】2回　【目標値】令和6年度：2回　令和7年度：2回　令和8年度：2回　令和9年度：2回　令和10年度：2回　令和11年度：2回)- 設定しない（これまでの経緯で実施する事業）
(アウトカムは設定されていません)

0 0 0 0 0 0

そ
の
他

1 既
存

ウェルネス委
員会

母体企
業 男女

18
〜（

上
限
な
し）

被保険
者 ３ ス

母体企業の健康経営を推
進のために同委員会を設
立。各事業所の健康課題
の実情に合わせた対策を
実施を推進するために、
四半期ごとに開催。

ア,イ

同委員は、取締役を委員
長として、母体企業各事
業所工場長､人事総務責任
者､保健師及び健保組合常
務理事､健保保健師がメン
バー。各事業所には推進
委員会を設置して、各事
業所の実情に合わせた対
策を実施している。

・年４回のウェルネス委
員会開催。
・各事業所ウェルネス推
進委員会による各事業所
の健康課題にあった対策
の実施。

・年４回のウェルネス委
員会開催。
・各事業所ウェルネス推
進委員会による各事業所
の健康課題にあった対策
の実施。

・年４回のウェルネス委
員会開催。
・各事業所ウェルネス推
進委員会による各事業所
の健康課題にあった対策
の実施。

・年４回のウェルネス委
員会開催。
・各事業所ウェルネス推
進委員会による各事業所
の健康課題にあった対策
の実施。

・年４回のウェルネス委
員会開催。
・各事業所ウェルネス推
進委員会による各事業所
の健康課題にあった対策
の実施。

・年４回のウェルネス委
員会開催。
・各事業所ウェルネス推
進委員会による各事業所
の健康課題にあった対策
の実施。

母体企業の健康経営の推進

＜事業所対策＞
・事業所の特性に合わせた健診受
診を促す取り組みが必要である
・特定保健指導対象者割合が高い
事業所の特徴・課題を捉えて対策
を講じる必要がある
・喫煙率については事業所別に大
きな差が生じている
・事業所により健康課題が異なる
ため、個別の対応が必要となる
・労働生産性にも繋がるため、特
に放置者割合が高い事業所におい
てはコラボヘルスにて早期受診を
徹底する必要がある
・プレゼンティーイズム：体質的
な要因や作業環境及び職場環境に
要因となりえる疾患など、必要に
応じて事業主と情報を共有し、対
策を講じる必要がある
・アブセンティーイズム：罹患す
ると日常生活や業務にも大きな影
響を及ぼすため、検診や早期治療
による対策が望まれる
・22年度から不妊症の保険適用範
囲が拡大しており、医療費への影
響も大きいことが想定される

委員会開催(【実績値】4回　【目標値】令和6年度：4回　令和7年度：4回　令和8年度：4回　令和9年度：4回　令和10年度：4回　令和11年度：4回)令和５年度 各
事業所活動実績
本社　　　保健師による生活習慣病セミナー開催。血圧計設置、ベジチェックを導入し、野菜の販売開始
岩槻工場　若手社員によるウェルネス検討イベント開催。　挨拶運動を展開。
原町工場　栄養士による食育セミナー開催。　運動の意識付けとして南相馬市野馬追ウォーキング大会に参加
加須工場　野菜の販売開始。　レクリエーション委員会と共同イベントの開催

各事業所推進委員会活動で抽出された施策推進の実施
(アウトカムは設定されていません)

加入者への意識づけ加入者への意識づけ
100 100 100 100 100 100

保
健
指
導
宣
伝

1,2,5 既
存

ホームページ
運営 全て 男女

0
〜
74

加入者
全員 １ ス 運営管理は業者委託する シ 業者と連携し、随時更新

作業をしていく
随時更新し、最新情報を
提供する

随時更新し、最新情報を
提供する

随時更新し、最新情報を
提供する

随時更新し、最新情報を
提供する

随時更新し、最新情報を
提供する

随時更新し、最新情報を
提供する

健保制度及び周知したい事業活動の情報発
信として活用する、組合員の利便性向上

該当なし（これまでの経緯等で実
施する事業）

適宜見直し(【実績値】100％　【目標値】令和6年度：100％　令和7年度：100％　令和8年度：100％　令和9年度：100％　令和10年度：100％　令和11年度：10
0％)すべての対象者への「情報提供」の実施

情報発信を目的とした事業のため
(アウトカムは設定されていません)

月間の視聴回数(【実績値】1,800回　【目標値】令和6年度：2,000回　令和7年度：2,000回　令和8年度：2,000回　令和9年度：2,000回　令和10年度：2,000回　
令和11年度：2,000回)ホームページのアクセス件数を増やす。
（㈱法研 アクセスレポート）

-

1,300 0 1,300 0 1,300 0

予予
算算
科科
目目

注1)注1)
事業事業
分類分類

新新
規規
既既
存存

事業名事業名
対象者対象者 注2)注2)

実施実施
主体主体

注3)注3)
プロセスプロセス

分類分類
実施方法実施方法

注4)注4)
ストラクストラク

チャーチャー
分類分類

実施体制実施体制
予算額(千円)予算額(千円)

事業目標事業目標 健康課題との関連健康課題との関連実施計画実施計画
対象対象

事業所事業所 性別性別 年年
齢齢 対象者対象者 令和6年度令和6年度 令和7年度令和7年度 令和8年度令和8年度 令和9年度令和9年度 令和10年度令和10年度 令和11年度令和11年度

アウトプット指標アウトプット指標 アウトカム指標アウトカム指標
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1,2,5 既
存

健康保険ハン
ドブック発行 全て 男女

0
〜
74

被保険
者 １ ス

業者に委託し発行。入社
時「健康保険ハンドブッ
ク」被保険者へ配布

シ
健康保険組合事業、健康
に関する情報提供を事業
所経由で配布

ハンドブックとして被保
険者全員に対し隔年で最
新情報を提供する

ハンドブックとして被保
険者全員に対し隔年で最
新情報を提供する

ハンドブックとして被保
険者全員に対し隔年で最
新情報を提供する

ハンドブックとして被保
険者全員に対し隔年で最
新情報を提供する

ハンドブックとして被保
険者全員に対し隔年で最
新情報を提供する

ハンドブックとして被保
険者全員に対し隔年で最
新情報を提供する

健保組合事業に関して、制度や健康に関す
る知識を得る

該当なし（これまでの経緯等で実
施する事業）

被保険者全員へ配布(【実績値】-　【目標値】令和6年度：100％　令和7年度：0％　令和8年度：100％　令和9年度：0％　令和10年度：100％　令和11年度：0％)- 被保険者全員に配布周知することを目的とする
(アウトカムは設定されていません)

2,097 - - - - -

疾
病
予
防

2,5 既
存

PepUp(健康情
報サービス)運
営

全て 男女

18
〜（

上
限
な
し）

被保険
者,任意
継続者

１ ア,イ,エ,キ
加入者向け健康ポータル
サイトを導入し、情報提
供および健康イベントを
展開する

ア サービス提供業者と連携
して進めていく

個別の情報提供やインセ
ンティブを活用した健康
イベントを展開する

個別の情報提供やインセ
ンティブを活用した健康
イベントを展開する

個別の情報提供やインセ
ンティブを活用した健康
イベントを展開する

個別の情報提供やインセ
ンティブを活用した健康
イベントを展開する

個別の情報提供やインセ
ンティブを活用した健康
イベントを展開する

個別の情報提供やインセ
ンティブを活用した健康
イベントを展開する

個別化された情報提供により健康課題を自
分ごと化し、行動変容（継続）を促すこと
で生活習慣良好者を増加させる

＜ICT＞
・被保険者の健康状況では、他健
保よりも脂質、血糖が良好だが、
肥満、血圧、肝機能の改善が望ま
れる
・被保険者の生活習慣では、他健
保よりも食事、飲酒が良好である
が、喫煙、運動、睡眠習慣の改善
が望まれる
・男性被保険者の健康状況では、
他健保に比べて血圧、肝機能が好
ましくない状況である
・男性被保険者の生活習慣では、
喫煙、運動、睡眠習慣を改善する
ことで、よりよい健康状況につな
げる必要がある
・女性被保険者の健康状況では、
他健保に比べて肥満、血圧が好ま
しくない状況である
・女性被保険者の生活習慣では、
喫煙、運動、睡眠を改善すること
で、よりよい健康状況につなげる
必要がある
・男性被保険者では、運動習慣な
しの割合が年々下がっているもの
の、22年度は75.2％と他健保より
も高い
・22年度女性被保険者では、身体
活動なしの割合が78.4％と他健保
よりも高い
・女性被保険者で間食を毎日摂取
している人の割合が他健保よりも
高く、とりわけ50代の改善が望ま
れる
・被保険者では男女ともに生活習
慣改善に取組済みの人の割合が他
健保よりも高い一方、意志なしと
回答している人の割合も高く注意
が必要である

情報発信数(【実績値】11件　【目標値】令和6年度：15件　令和7年度：15件　令和8年度：15件　令和9年度：15件　令和10年度：15件　令和11年度：15件)適宜
、PepUpによる情報発信

情報発信を目的とした事業のため
(アウトカムは設定されていません)

個別の事業個別の事業
0 0 - - - -

特
定
健
康
診
査
事
業

3

既
存(

法
定)

特定健診(被保
険者) 全て 男女

40
〜
70

被保険
者 ３ ケ,サ 事業主と連携し、受診機

会の拡大を図る ア,カ,ク
各事業所(委託医療機関)よ
り確実な健診結果の受取
、可能なところはXMLデ
ータによる受取

事業主と協力し、受診環
境の整備および未受診者
に対する受診勧奨を徹底
する

事業主と協力し、受診環
境の整備および未受診者
に対する受診勧奨を徹底
する

事業主と協力し、受診環
境の整備および未受診者
に対する受診勧奨を徹底
する

事業主と協力し、受診環
境の整備および未受診者
に対する受診勧奨を徹底
する

事業主と協力し、受診環
境の整備および未受診者
に対する受診勧奨を徹底
する

事業主と協力し、受診環
境の整備および未受診者
に対する受診勧奨を徹底
する

健康状態未把握者を減少させることでリス
ク者の状況を把握し、適切な改善介入に繋
げるための基盤を構築する

＜特定健診(被保険者)＞
・22年度においては健診受診率が7
6.7％と、単一健保の目標である90
％に13.3ポイント足りていない
・被保険者、被扶養者ともに他健
保よりも健診受診率が低く、22年
度は被扶養者の63.8％が未受診で
ある
・被保険者においては、事業所の
特性に合わせた健診受診を促す取
り組みが必要である

未受診者への受診勧奨率(事業主にて実施)(【実績値】90％　【目標値】令和6年度：95％　令和7年度：95％　令和8年度：95％　令和9年度：100％　令和10年度：
100％　令和11年度：100％)- 特定健診受診率(【実績値】90％　【目標値】令和6年度：95％　令和7年度：96％　令和8年度：97％　令和9年度：98％　令和10年度：99％　令和11年度：100％)-

1,750 - - - - -

予予
算算
科科
目目

注1)注1)
事業事業
分類分類

新新
規規
既既
存存

事業名事業名
対象者対象者 注2)注2)

実施実施
主体主体

注3)注3)
プロセスプロセス

分類分類
実施方法実施方法

注4)注4)
ストラクストラク

チャーチャー
分類分類

実施体制実施体制
予算額(千円)予算額(千円)

事業目標事業目標 健康課題との関連健康課題との関連実施計画実施計画
対象対象

事業所事業所 性別性別 年年
齢齢 対象者対象者 令和6年度令和6年度 令和7年度令和7年度 令和8年度令和8年度 令和9年度令和9年度 令和10年度令和10年度 令和11年度令和11年度

アウトプット指標アウトプット指標 アウトカム指標アウトカム指標
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3

既
存(

法
定)

特定健診(被扶
養者) 全て 男女

40
〜
70

被扶養
者 １ ケ

健診未受診者のパターン
分析を基に健診勧奨通知
を送付し、健診受診を促
す。また健保で案内して
いる健診以外で受診して
いる方へ結果送付を依頼
する

カ,ク
未受診群については、ホ
ームページに健診結果提
出の依頼と併せ郵送で結
果提出を勧奨する

・未受診者に対し、受診
勧奨通知を送付
・勤務先にて特定健診を
受診した際の受診データ
の提出の依頼

・未受診者に対し、受診
勧奨通知を送付
・勤務先にて特定健診を
受診した際の受診データ
の提出の依頼

・未受診者に対し、受診
勧奨通知を送付
・勤務先にて特定健診を
受診した際の受診データ
の提出の依頼

・未受診者に対し、受診
勧奨通知を送付
・勤務先にて特定健診を
受診した際の受診データ
の提出の依頼

・未受診者に対し、受診
勧奨通知を送付
・勤務先にて特定健診を
受診した際の受診データ
の提出の依頼

・未受診者に対し、受診
勧奨通知を送付
・勤務先にて特定健診を
受診した際の受診データ
の提出の依頼

健康状態未把握者を減少させることでリス
ク者の把握状況を強め、適切な改善介入に
繋げるための基盤を構築する

＜特定健診(被扶養者)＞
・年齢階層別にみると被扶養者40
代後半の健診受診率が低く、健診
受診を促す必要がある
・被扶養者において3年連続健診未
受診者が172人おり、リスク状況が
未把握の状態が続いている
・年度により受診状況が変わる「
浮動層群」に該当している人には
、毎年の健診受診を促す必要があ
る
・未受診者の中には普段から医療
機関に受診している人も多く存在
しているため、個別の状況に合わ
せた介入が必要

未受診者への受診勧奨率(【実績値】30％　【目標値】令和6年度：40％　令和7年度：45％　令和8年度：50％　令和9年度：55％　令和10年度：60％　令和11年
度：65％)- 健診受診率(【実績値】30％　【目標値】令和6年度：35％　令和7年度：45％　令和8年度：50％　令和9年度：50％　令和10年度：50％　令和11年度：50％)-

3,240 - - - - -

特
定
保
健
指
導
事
業

4

既
存(

法
定)

特定保健指導 全て 男女
40
〜
70

被保険
者,被扶

養者
１ オ,ク,ケ,コ

,サ

・業務時間中の実施が可
能
・ICT指導を活用し、実施
機会を拡大する
・複数の保健指導業者と
連携することで、対象者
が業者を選択可能とし、
受診意欲を高める

ア,イ,ウ,カ
,ケ

事業主・医療機関・サー
ビス提供業者と連携して
進めていく

対象者に対し十分な実施
機会を提供し、実施率の
向上を目指す

対象者に対し十分な実施
機会を提供し、実施率の
向上を目指す

対象者に対し十分な実施
機会を提供し、実施率の
向上を目指す

対象者に対し十分な実施
機会を提供し、実施率の
向上を目指す

対象者に対し十分な実施
機会を提供し、実施率の
向上を目指す

対象者に対し十分な実施
機会を提供し、実施率の
向上を目指す

保健指導実施率の向上および対象者割合の
減少

＜特定保健指導＞
・他健保に比べ「服薬」の該当者
割合が高く、22年度の特保該当者
割合は他健保よりも低く抑えられ
ている
・被扶養者では被保険者に比べて
「情報提供（非肥満_検査値正常）
」の割合が高く、健診未受診者の
リスク把握が必要である
・被保険者の50代は他健保に比べ
「服薬」の該当者割合が高く特保
該当者割合が低いが、40代後半で
は他健保よりも該当者割合が高い

特定保健指導実施率(【実績値】14％　【目標値】令和6年度：25％　令和7年度：30％　令和8年度：30％　令和9年度：35％　令和10年度：35％　令和11年度：3
5％)- 特定保健指導対象者割合(【実績値】19％　【目標値】令和6年度：17％　令和7年度：17％　令和8年度：17％　令和9年度：15％　令和10年度：15％　令和11年度：15％)-

200 - - - - -
保
健
指
導
宣
伝

7 既
存

後発医薬品切
替促進 全て 男女

0
〜
74

基準該
当者,特
例退職
被保険

者
１ キ,ク

・PepUp医療費通知に「
ジェネリック通知」をお
知らせしている。
・レセプト審査委託会社
より対象者に「ジェネリ
ック通知」を四半期ごと
に郵送している。

カ サービス提供業者と連携
して進めていく

紙通知もしくはICTを通し
た後発医薬品への切替促
進案内を送付する

紙通知もしくはICTを通し
た後発医薬品への切替促
進案内を送付する

紙通知もしくはICTを通し
た後発医薬品への切替促
進案内を送付する

紙通知もしくはICTを通し
た後発医薬品への切替促
進案内を送付する

紙通知もしくはICTを通し
た後発医薬品への切替促
進案内を送付する

紙通知もしくはICTを通し
た後発医薬品への切替促
進案内を送付する

後発医薬品への切替を推奨し、医療費支出
を抑制する。

＜ジェネリック対策＞
・ジェネリック医薬品の数量割合
は、22年度に目標値である80％を
上回っている
・全て最安値の後発医薬品に切り
替えた場合、10百万円の薬剤費減
少が見込める

対象者への通知実施率(【実績値】100％　【目標値】令和6年度：100％　令和7年度：100％　令和8年度：100％　令和9年度：100％　令和10年度：100％　令和1
1年度：100％)-

後発品数量比率（組合全体）(【実績値】80％　【目標値】令和6年度：80％　令和7年度：80％　令和8年度：80％　令和9年度：80％　令和10年度：80％　令和11年度：80％)22年度に80％以上を達成。80％以
上を維持する。

150 - - - - -

2,5 既
存

育児情報誌の
配布 全て 男女

18
〜
55

基準該
当者 １ ス 出産後、有益な情報誌を

配布する シ 該当者へ確実な配布 産後不安の解消に繋げる 産後不安の解消に繋げる 産後不安の解消に繋げる 産後不安の解消に繋げる 産後不安の解消に繋げる 産後不安の解消に繋げる 育児、医療、保険制度の知識を習得しても
らう

該当なし（これまでの経緯等で実
施する事業）

対象者への配布(【実績値】100％　【目標値】令和6年度：100％　令和7年度：100％　令和8年度：100％　令和9年度：100％　令和10年度：100％　令和11年度
：100％)1年間毎月1回発行

各々で役立ててもらうことを目的とする
(アウトカムは設定されていません)

- - - - - -

予予
算算
科科
目目

注1)注1)
事業事業
分類分類

新新
規規
既既
存存

事業名事業名
対象者対象者 注2)注2)

実施実施
主体主体

注3)注3)
プロセスプロセス

分類分類
実施方法実施方法

注4)注4)
ストラクストラク

チャーチャー
分類分類

実施体制実施体制
予算額(千円)予算額(千円)

事業目標事業目標 健康課題との関連健康課題との関連実施計画実施計画
対象対象

事業所事業所 性別性別 年年
齢齢 対象者対象者 令和6年度令和6年度 令和7年度令和7年度 令和8年度令和8年度 令和9年度令和9年度 令和10年度令和10年度 令和11年度令和11年度

アウトプット指標アウトプット指標 アウトカム指標アウトカム指標
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疾
病
予
防

4 新
規 生活習慣病重

症化予防
全て 男女 40

〜
64

基準該
当者 １ イ,キ,ク

健診データおよびレセプ
トよりハイリスクかつ未
治療者を抽出し、該当者
に早期受診を促す受診勧
奨通知を送付する。レセ
プトより治療中断者を抽
出し、該当者に継続受診
を促す通知を送付する。

イ,ウ,ケ 健保連保健師と共同で実
施する。

ハイリスクかつ未治療者
に対して早期に医療を受
けてもらうよう受診を促
す。治療中断者に対して
治療を再開してもらうよ
う促す。

ハイリスクかつ未治療者
に対して早期に医療を受
けてもらうよう受診を促
す。治療中断者に対して
治療を再開してもらうよ
う促す。

ハイリスクかつ未治療者
に対して早期に医療を受
けてもらうよう受診を促
す。治療中断者に対して
治療を再開してもらうよ
う促す。

ハイリスクかつ未治療者
に対して早期に医療を受
けてもらうよう受診を促
す。治療中断者に対して
治療を再開してもらうよ
う促す。

ハイリスクかつ未治療者
に対して早期に医療を受
けてもらうよう受診を促
す。治療中断者に対して
治療を再開してもらうよ
う促す。

ハイリスクかつ未治療者
に対して早期に医療を受
けてもらうよう受診を促
す。治療中断者に対して
治療を再開してもらうよ
う促す。

早期受診及び適正受診を続けることで重症
化を防ぎ、将来的な重大イベント発生を抑
制する。

＜生活習慣病重症化予防＞
・男性被保険者では他健保と比較
して40代後半、50代前半の加入者
構成割合が高い
・女性被保険者では他健保と比較
して50代以降の加入者構成割合が
高い
・医療費構成割合では「内分泌，
栄養及び代謝疾患」「循環器系の
疾患」など生活習慣病関連の疾病
が上位に入っている
・「未把握」該当者の健診受診に
よる早期状態確認と、22年度にお
いては53人の医療機関受診が推奨
される
・被保険者の治療放置群割合は改
善傾向であり、22年度においては4
.6％と他健保の6.1％より低い
・被保険者では生活習慣病群の割
合が高いが重症化群が低く、早期
治療による重症化予防が功を奏し
ていると捉えられる
・受診勧奨域にもかかわらず2年連
続治療放置者が多く存在する
・医療機関未受診による重症化が
疑われる者が存在する
・生活習慣病医療費は18年度から2
2年度にかけて59.5％増加しており
、受療率が2.5ポイント上昇、受診
日数と1人あたりの医療費単価も上
がっていることが要因
・高血圧症の患者数は年々増えて
おり、18年度と22年度の比較では
医療費が4百万円増えている
・被保険者では男女ともに肝疾患
の受療率が他健保よりも高い
・治療中断の恐れがある群が存在
し、リスクが高い状態で放置され
ている可能性がある

受診勧奨対象者への案内送付率(【実績値】80％　【目標値】令和6年度：100％　令和7年度：100％　令和8年度：100％　令和9年度：100％　令和10年度：100％
　令和11年度：100％)- 受診勧奨後の受診率(【実績値】50％　【目標値】令和6年度：60％　令和7年度：70％　令和8年度：80％　令和9年度：90％　令和10年度：100％　令和11年度：100％)-

- - - - - -

4 新
規

慢性腎臓病重
症化予防 全て 男女

18
〜（

上
限
な
し）

加入者
全員 １ イ,キ,ク

健診データおよびレセプ
トよりハイリスクかつ未
治療者を抽出し、該当者
に早期受診を促す受診勧
奨通知を送付する

イ,ウ,ケ
委託業者と相談し実施す
る
必要に応じて事業主と連
携し実施する

ハイリスクかつ未治療者
に対して早期に医療を受
けてもらうよう受診を促
す

ハイリスクかつ未治療者
に対して早期に医療を受
けてもらうよう受診を促
す

ハイリスクかつ未治療者
に対して早期に医療を受
けてもらうよう受診を促
す

ハイリスクかつ未治療者
に対して早期に医療を受
けてもらうよう受診を促
す

ハイリスクかつ未治療者
に対して早期に医療を受
けてもらうよう受診を促
す

ハイリスクかつ未治療者
に対して早期に医療を受
けてもらうよう受診を促
す

早期受診を行うことで重症化を防ぎ、将来
的な重大イベント発生を抑制する

＜慢性腎臓病重症化予防＞
・人工透析導入により一人当たり
医療費が最も高額となる腎不全の
患者が存在し、重症化する前の段
階で留めることが求められる
・CKDステージマップで高度リス
クに該当する4人のうち2人は、腎
疾患での医療機関受診が見られな
い
・CKDステージマップで2年連続高
度リスク該当者は2人いるが、2人
とも医療機関を受診している
・2型糖尿病治療中患者の血糖アン
コントロール者の内、まだ打ち手
が可能と思われる糖尿病のみの群
および、腎機能低下疑いの群につ
いては個別の介入が必要
・人工透析導入の防止に向け、病
期進行の食い止めに向けた対策の
強化が必要

受診勧奨対象者への案内送付率(【実績値】-　【目標値】令和6年度：100％　令和7年度：100％　令和8年度：100％　令和9年度：100％　令和10年度：100％　令
和11年度：100％)- 受診勧奨後の受診率(【実績値】-　【目標値】令和6年度：100％　令和7年度：100％　令和8年度：100％　令和9年度：100％　令和10年度：100％　令和11年度：100％)-

540 - - - - -

5 新
規 喫煙対策 全て 男女

20
〜（

上
限
な
し）

加入者
全員 １ ア,イ,エ,キ

,ケ
禁煙希望者に情報提供す
る ア,イ,ケ サービス提供業者と連携

して進めていく
禁煙対策業者と連携して
禁煙サポートプログラム
を実施する。

禁煙対策業者と連携して
禁煙サポートプログラム
を実施する。

禁煙対策業者と連携して
禁煙サポートプログラム
を実施する。

禁煙対策業者と連携して
禁煙サポートプログラム
を実施する。

禁煙対策業者と連携して
禁煙サポートプログラム
を実施する。

禁煙対策業者と連携して
禁煙サポートプログラム
を実施する。

喫煙者の減少による健康増進

＜喫煙対策＞
・22年度男性被保険者の喫煙率は3
9.4％と他健保よりも高い
・22年度男性被保険者の40代後半
以降は喫煙率が他健保よりも高い
状況である
・21年度喫煙者であったもののう
ち、14人が22年度に非喫煙者とな
っている
・21年度禁煙外来受診者はいない

プログラム参加者数(【実績値】-　【目標値】令和6年度：6人　令和7年度：3人　令和8年度：3人　令和9年度：3人　令和10年度：3人　令和11年度：3人)- 喫煙率(【実績値】38.7％　【目標値】令和6年度：38％　令和7年度：37％　令和8年度：36％　令和9年度：35％　令和10年度：34％　令和11年度：33％)22年度問診分析≪喫煙≫より被保険者､被扶養者の喫煙
率は38.7％　

1,000 - - - - -

予予
算算
科科
目目

注1)注1)
事業事業
分類分類

新新
規規
既既
存存

事業名事業名
対象者対象者 注2)注2)

実施実施
主体主体

注3)注3)
プロセスプロセス

分類分類
実施方法実施方法

注4)注4)
ストラクストラク

チャーチャー
分類分類

実施体制実施体制
予算額(千円)予算額(千円)

事業目標事業目標 健康課題との関連健康課題との関連実施計画実施計画
対象対象

事業所事業所 性別性別 年年
齢齢 対象者対象者 令和6年度令和6年度 令和7年度令和7年度 令和8年度令和8年度 令和9年度令和9年度 令和10年度令和10年度 令和11年度令和11年度

アウトプット指標アウトプット指標 アウトカム指標アウトカム指標

70



4 新
規 歯科対策 全て 男女

18
〜（

上
限
な
し）

加入者
全員 １ イ,ウ,キ,ク

経年での歯科未受診者（
かつ生活習慣病リスクあ
りの者）に対して歯科受
診勧奨を行う

ウ サービス提供業者と連携
して進めていく

経年での歯科未受診者（
かつ生活習慣病リスクあ
りの者）に対して歯科受
診勧奨を行う
歯科健診業者を選定し、
歯科健診受診及び保健指
導環境を整備する

経年での歯科未受診者（
かつ生活習慣病リスクあ
りの者）に対して歯科受
診勧奨を行う
併せて歯科健診及び保健
指導を実施する

経年での歯科未受診者（
かつ生活習慣病リスクあ
りの者）に対して歯科受
診勧奨を行う
併せて歯科健診及び保健
指導を実施する

経年での歯科未受診者（
かつ生活習慣病リスクあ
りの者）に対して歯科受
診勧奨を行う
併せて歯科健診及び保健
指導を実施する

経年での歯科未受診者（
かつ生活習慣病リスクあ
りの者）に対して歯科受
診勧奨を行う
併せて歯科健診及び保健
指導を実施する

経年での歯科未受診者（
かつ生活習慣病リスクあ
りの者）に対して歯科受
診勧奨を行う
併せて歯科健診及び保健
指導を実施する

定期的な歯科受診を促し、歯科健診保健指
導に繋げることで、将来的な重度症状の発
症を予防する

＜歯科対策＞
・歯科医療費は18年度と22年度の
比較で5百万円増えている
・21年度から22年度にかけて、20
代の歯科医療費は2百万円増えてい
る
・歯科受療率は他健保と同等であ
り、メンテナンスでの定期受診を
促進する必要がある
・歯科受診者割合は高まっている
が、22年度は加入者のうち49.6％
が1年間に一度も歯科受診をしてい
ない
・22年度歯科未受診者のうち、3年
連続未受診者は57.1％であり、歯
科受診勧奨の対策が求められる
・年齢階層別では年代が上がるご
とに歯科受診率が高くなっている
・被保険者よりも被扶養者の歯科
受診割合が高く、被保険者にメン
テナンスでの受診を促す必要があ
る
・う蝕又は歯周病において治療中
の者の内、一定数が重度疾患にて
受診しており、メンテナンスでの
歯科受診を促進し、重症化しない
よう対策をとる必要がある
・全ての年代において、う蝕又は
歯周病の重度疾患者が存在してお
り、加入者全体に向けて定期受診
を促す必要がある

未受診者への受診勧奨率(【実績値】-　【目標値】令和6年度：100％　令和7年度：100％　令和8年度：100％　令和9年度：100％　令和10年度：100％　令和11
年度：100％)- 受診勧奨通知後の受診率(【実績値】-　【目標値】令和6年度：10％　令和7年度：15％　令和8年度：20％　令和9年度：25％　令和10年度：30％　令和11年度：35％)-

17,000 - - - - -

3 既
存 がん対策 全て 男女

40
〜（

上
限
な
し）

加入者
全員 ３ イ,ウ,キ

・被保険者は事業所にて
実施する労安法 定期健康
診断と同時実施
5種のがん検診以外にもＡ
ＢＣ健診、腹部超音波、
前立腺がん検診を実施
・被扶養者は巡回レディ
ース健診にて同時実施可
能

ア,イ,カ,ケ
被保険者は事業所経由で
実施費用が請求される。
被扶養者は委託先より結
果及び請求がくる

健保ではがん検診費用補
助を実施し、がん検診の
結果に基づく受診勧奨は
、事業主及び健診委託会
社にて実施する

健保ではがん検診費用補
助を実施し、がん検診の
結果に基づく受診勧奨は
、事業主及び健診委託会
社にて実施する

健保ではがん検診費用補
助を実施し、がん検診の
結果に基づく受診勧奨は
、事業主及び健診委託会
社にて実施する

健保ではがん検診費用補
助を実施し、がん検診の
結果に基づく受診勧奨は
、事業主及び健診委託会
社にて実施する

健保ではがん検診費用補
助を実施し、がん検診の
結果に基づく受診勧奨は
、事業主及び健診委託会
社にて実施する

健保ではがん検診費用補
助を実施し、がん検診の
結果に基づく受診勧奨は
、事業主及び健診委託会
社にて実施する

がんの早期発見および早期治療により、重
症化および医療費の増加を抑制する

＜がん検診＞
・乳がん、前立腺がんの患者が増
えており、医療費も増加している
・乳がんにおいては他の種別に比
べ、疑いを除く患者の割合が高い
・乳がん検診での有所見者への医
療機関受診勧奨事業の重要性が高
い

精密検査受診勧奨率(事業主及び委託会社にて実施)(【実績値】100％　【目標値】令和6年度：100％　令和7年度：100％　令和8年度：100％　令和9年度：100％
　令和10年度：100％　令和11年度：100％)-

受診勧奨対象者における精密検査受診率(【実績値】100％　【目標値】令和6年度：100％　令和7年度：100％　令和8年度：100％　令和9年度：100％　令和10年度：100％　令和11年度：100％)がん検診に関す
る要精密検査者の受診率は、各事業所に受診状況を確認する

3,000 - - - - -

3 既
存 人間ドック 全て 男女

35
〜
74

基準該
当者 １ ア,エ

40歳以上の被保険者及び
被扶養者である配偶者に
、人間ドック費用の一部
補助金支給する

カ
委託業者を導入し、人間
ドックを受診しやすい環
境を整備し、実施後の確
実な健診結果の入手でき
る体制作りをする

実施体制の拡充により、
新規利用者が増え、確実
に健診結果を入手できる

実施体制の拡充により、
新規利用者が増え、確実
に健診結果を入手できる

実施体制の拡充により、
新規利用者が増え、確実
に健診結果を入手できる

実施体制の拡充により、
新規利用者が増え、確実
に健診結果を入手できる

実施体制の拡充により、
新規利用者が増え、確実
に健診結果を入手できる

実施体制の拡充により、
新規利用者が増え、確実
に健診結果を入手できる

がん罹患率が上がる年齢から脳ドックを含
めたドック検査で疾病の早期発見・早期治
療に繋げる

該当なし（これまでの経緯等で実
施する事業）

新規利用者(【実績値】-　【目標値】令和6年度：3人　令和7年度：3人　令和8年度：3人　令和9年度：3人　令和10年度：3人　令和11年度：3人)- 利用者の増加率(【実績値】-　【目標値】令和6年度：5％　令和7年度：5％　令和8年度：5％　令和9年度：5％　令和10年度：5％　令和11年度：5％)-
- - - - - -

3,5 新
規

メンタルヘル
ス対策 全て 男女

18
〜（

上
限
な
し）

被保険
者 ３ ア,エ,キ - ア,イ,ク -

・健康だよりやPepUpの
お知らせなどを使い、睡
眠やメンタルヘルスに関
する知識を広める
・睡眠に関するセミナー
開催を検討する
・ストレスチェック制度
を活用し、事業主と連携
した取り組みを検討する

・健康だよりやPepUpの
お知らせなどを使い、睡
眠やメンタルヘルスに関
する知識を広める
・母体企業に睡眠に関す
るセミナー開催を案内す
る(外部委託)
・ストレスチェック制度
を活用した取り組みを母
体企業と実施する

・健康だよりやPepUpの
お知らせなどを使い、睡
眠やメンタルヘルスに関
する知識を広める
・睡眠に関するセミナー
開催(外部委託)
・ストレスチェック制度
を活用した取り組みを母
体企業と実施する

・健康だよりやPepUpの
お知らせなどを使い、睡
眠やメンタルヘルスに関
する知識を広める
・睡眠に関するセミナー
開催(外部委託)
・ストレスチェック制度
を活用した取り組みを実
施する

・健康だよりやPepUpの
お知らせなどを使い、睡
眠やメンタルヘルスに関
する知識を広める
・睡眠に関するセミナー
開催(外部委託)
・ストレスチェック制度
を活用した取り組みを実
施する

・健康だよりやPepUpの
お知らせなどを使い、睡
眠やメンタルヘルスに関
する知識を広める
・睡眠に関するセミナー
開催(外部委託)
・ストレスチェック制度
を活用した取り組みを実
施する

睡眠やメンタルヘルスについて、正しい情
報理解、知識を得られる
メンタル疾患受療率を減少に繋げていく

＜メンタル対策＞
・被保険者では男女ともに睡眠習
慣が他健保よりも好ましくない状
況である
・22年度メンタル疾患の受療率が7
.8％となっており、他健保の7.1％
よりも高い

睡眠やメンタルヘルスに関する情報提供(年)(【実績値】-　【目標値】令和6年度：2回　令和7年度：2回　令和8年度：3回　令和9年度：4回　令和10年度：4回　令
和11年度：4回)- 睡眠で休養が十分とれている(【実績値】58.1％　【目標値】令和6年度：59％　令和7年度：60％　令和8年度：60％　令和9年度：61％　令和10年度：62％　令和11年度：63％)問診分析〈睡眠〉より

1,000 - - - - -

予予
算算
科科
目目

注1)注1)
事業事業
分類分類

新新
規規
既既
存存

事業名事業名
対象者対象者 注2)注2)

実施実施
主体主体

注3)注3)
プロセスプロセス

分類分類
実施方法実施方法

注4)注4)
ストラクストラク

チャーチャー
分類分類

実施体制実施体制
予算額(千円)予算額(千円)

事業目標事業目標 健康課題との関連健康課題との関連実施計画実施計画
対象対象

事業所事業所 性別性別 年年
齢齢 対象者対象者 令和6年度令和6年度 令和7年度令和7年度 令和8年度令和8年度 令和9年度令和9年度 令和10年度令和10年度 令和11年度令和11年度

アウトプット指標アウトプット指標 アウトカム指標アウトカム指標
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4,5 既
存

宿泊型健康セ
ミナー 全て 男女

64
〜
70

基準該
当者 ３ オ,カ,ク,ケ

1.事業参加者の募集
2.宿泊研修案内と検診キ
ット・資料送付・回収(委
託先)
3.宿泊研修実施
4.研修後のフォローアッ
プ

エ,ケ

民間のヘルスケア事業所
等を含む複数の組合等か
らなるコンソーシアムを
構成した上で、レセプト
等ビッグデータを分析し
、地域や業種、業態、職
種ごとの共通した健康課
題の解決につながる保健
事業を共同で実施

生活習慣に関する健康づ
くりのプログラムを提供
実施することで、健康意
識改革と健康行動を促す
共同事業を実施
宿泊型セミナー+長期的な
フォローにより生活習慣
改善の実践と医療の適正
利用を促し、無駄な医療
費の抑制と高額医療の発
生を未然に予防する

生活習慣に関する健康づ
くりのプログラムを提供
実施することで、健康意
識改革と健康行動を促す
共同事業を実施
宿泊型セミナー+長期的な
フォローにより生活習慣
改善の実践と医療の適正
利用を促し、無駄な医療
費の抑制と高額医療の発
生を未然に予防する

生活習慣に関する健康づ
くりのプログラムを提供
実施することで、健康意
識改革と健康行動を促す
共同事業を実施
宿泊型セミナー+長期的な
フォローにより生活習慣
改善の実践と医療の適正
利用を促し、無駄な医療
費の抑制と高額医療の発
生を未然に予防する

生活習慣に関する健康づ
くりのプログラムを提供
実施することで、健康意
識改革と健康行動を促す
共同事業を実施
宿泊型セミナー+長期的な
フォローにより生活習慣
改善の実践と医療の適正
利用を促し、無駄な医療
費の抑制と高額医療の発
生を未然に予防する

生活習慣に関する健康づ
くりのプログラムを提供
実施することで、健康意
識改革と健康行動を促す
共同事業を実施
宿泊型セミナー+長期的な
フォローにより生活習慣
改善の実践と医療の適正
利用を促し、無駄な医療
費の抑制と高額医療の発
生を未然に予防する

生活習慣に関する健康づ
くりのプログラムを提供
実施することで、健康意
識改革と健康行動を促す
共同事業を実施
宿泊型セミナー+長期的な
フォローにより生活習慣
改善の実践と医療の適正
利用を促し、無駄な医療
費の抑制と高額医療の発
生を未然に予防する

①健保に加入するプレ高齢者・前期高齢者
の生活習慣病関連の健康意識向上・健康行
動の促進による疾病・重症化予防
②高齢者の医療費抑制と、それに伴う前期
高齢者納付金の抑制
アウトプット指標

＜生活習慣病重症化予防＞
・男性被保険者では他健保と比較
して40代後半、50代前半の加入者
構成割合が高い
・女性被保険者では他健保と比較
して50代以降の加入者構成割合が
高い
・医療費構成割合では「内分泌，
栄養及び代謝疾患」「循環器系の
疾患」など生活習慣病関連の疾病
が上位に入っている
・「未把握」該当者の健診受診に
よる早期状態確認と、22年度にお
いては53人の医療機関受診が推奨
される
・被保険者の治療放置群割合は改
善傾向であり、22年度においては4
.6％と他健保の6.1％より低い
・被保険者では生活習慣病群の割
合が高いが重症化群が低く、早期
治療による重症化予防が功を奏し
ていると捉えられる
・受診勧奨域にもかかわらず2年連
続治療放置者が多く存在する
・医療機関未受診による重症化が
疑われる者が存在する
・生活習慣病医療費は18年度から2
2年度にかけて59.5％増加しており
、受療率が2.5ポイント上昇、受診
日数と1人あたりの医療費単価も上
がっていることが要因
・高血圧症の患者数は年々増えて
おり、18年度と22年度の比較では
医療費が4百万円増えている
・被保険者では男女ともに肝疾患
の受療率が他健保よりも高い
・治療中断の恐れがある群が存在
し、リスクが高い状態で放置され
ている可能性がある
＜慢性腎臓病重症化予防＞
・人工透析導入により一人当たり
医療費が最も高額となる腎不全の
患者が存在し、重症化する前の段
階で留めることが求められる
・CKDステージマップで高度リス
クに該当する4人のうち2人は、腎
疾患での医療機関受診が見られな
い
・CKDステージマップで2年連続高
度リスク該当者は2人いるが、2人
とも医療機関を受診している
・2型糖尿病治療中患者の血糖アン
コントロール者の内、まだ打ち手
が可能と思われる糖尿病のみの群
および、腎機能低下疑いの群につ
いては個別の介入が必要
・人工透析導入の防止に向け、病
期進行の食い止めに向けた対策の
強化が必要

参加勧奨通知(【実績値】-　【目標値】令和6年度：100％　令和7年度：100％　令和8年度：100％　令和9年度：100％　令和10年度：100％　令和11年度：100％
)- 参加者数(【実績値】2人　【目標値】令和6年度：4人　令和7年度：4人　令和8年度：4人　令和9年度：4人　令和10年度：4人　令和11年度：4人)-

1,500 - - - - -

予予
算算
科科
目目

注1)注1)
事業事業
分類分類

新新
規規
既既
存存

事業名事業名
対象者対象者 注2)注2)

実施実施
主体主体

注3)注3)
プロセスプロセス

分類分類
実施方法実施方法

注4)注4)
ストラクストラク

チャーチャー
分類分類

実施体制実施体制
予算額(千円)予算額(千円)

事業目標事業目標 健康課題との関連健康課題との関連実施計画実施計画
対象対象

事業所事業所 性別性別 年年
齢齢 対象者対象者 令和6年度令和6年度 令和7年度令和7年度 令和8年度令和8年度 令和9年度令和9年度 令和10年度令和10年度 令和11年度令和11年度

アウトプット指標アウトプット指標 アウトカム指標アウトカム指標
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体
育
奨
励

5 既
存

運動習慣の推
進 全て 男女

18
〜（

上
限
な
し）

加入者
全員 １ エ,ケ

・契約スポーツジム（ル
ネサンス）
・体育奨励補助金
・健保連主催 秩父路ウォ
ーキングイベント参加

ク -

・体育奨励行事に対する
補助金支給
・健保連主催 秩父路ウォ
ーキング参加
・契約スポーツジムの検
討

・体育奨励行事に対する
補助金支給
・健保連主催 秩父路ウォ
ーキング参加
・ウォーキングイベント
参加又は主催

・体育奨励行事に対する
補助金支給
・健保連主催 秩父路ウォ
ーキング参加
・ウォーキングイベント
参加又は主催

・体育奨励行事に対する
補助金支給
・健保連主催 秩父路ウォ
ーキング参加
・ウォーキングイベント
参加又は主催

・体育奨励行事に対する
補助金支給
・健保連主催 秩父路ウォ
ーキング参加
・ウォーキングイベント
参加又は主催

・体育奨励行事に対する
補助金支給
・健保連主催 秩父路ウォ
ーキング参加
・ウォーキングイベント
参加又は主催

被保険者及び被扶養者がそれぞれに運動習
慣を身に付けられるようなきっかけ作りを
提供する(場所、物、環境等)

＜肥満者対策＞
・被保険者の肥満者割合は44.5％
と他健保の43.9％よりも高い
・22年度女性被保険者の肥満該当
者割合は26.9％で他健保よりも高
く、年齢階層別では40代前半の肥
満該当者割合が30.2％と他健保よ
りも10.1ポイント高い
＜ICT＞
・被保険者の健康状況では、他健
保よりも脂質、血糖が良好だが、
肥満、血圧、肝機能の改善が望ま
れる
・被保険者の生活習慣では、他健
保よりも食事、飲酒が良好である
が、喫煙、運動、睡眠習慣の改善
が望まれる
・男性被保険者の健康状況では、
他健保に比べて血圧、肝機能が好
ましくない状況である
・男性被保険者の生活習慣では、
喫煙、運動、睡眠習慣を改善する
ことで、よりよい健康状況につな
げる必要がある
・女性被保険者の健康状況では、
他健保に比べて肥満、血圧が好ま
しくない状況である
・女性被保険者の生活習慣では、
喫煙、運動、睡眠を改善すること
で、よりよい健康状況につなげる
必要がある
・男性被保険者では、運動習慣な
しの割合が年々下がっているもの
の、22年度は75.2％と他健保より
も高い
・22年度女性被保険者では、身体
活動なしの割合が78.4％と他健保
よりも高い
・女性被保険者で間食を毎日摂取
している人の割合が他健保よりも
高く、とりわけ50代の改善が望ま
れる
・被保険者では男女ともに生活習
慣改善に取組済みの人の割合が他
健保よりも高い一方、意志なしと
回答している人の割合も高く注意
が必要である

体育奨励金支給者数(【実績値】76人　【目標値】令和6年度：100人　令和7年度：100人　令和8年度：100人　令和9年度：100人　令和10年度：100人　令和11年
度：100人)- 運動習慣を有する者の割合(【実績値】21.7％　【目標値】令和6年度：22％　令和7年度：23％　令和8年度：24％　令和9年度：25％　令和10年度：26％　令和11年度：27％)-

イベント参加者数(【実績値】17人　【目標値】令和6年度：50人　令和7年度：200人　令和8年度：250人　令和9年度：300人　令和10年度：300人　令和11年度
：300人)- -

11,700 - - - - -

直
営
保
養
所

8 既
存 直営保養所 全て 男女

0
〜（

上
限
な
し）

加入者
全員 １ ス 委託業者が管理 シ 委託業者と連携し運営 周知をし、利用者を増や

す
周知をし、利用者を増や
す

周知をし、利用者を増や
す

周知をし、利用者を増や
す

周知をし、利用者を増や
す

周知をし、利用者を増や
す

直営保養所「奥日光荘」の保有及び契約保
養施設も利用できる体制になり、加入者の
健康増進やリフレッシュを目的として、利
用促進を目指す

該当なし（これまでの経緯等で実
施する事業）

保養所周知(【実績値】-　【目標値】令和6年度：-％　令和7年度：-％　令和8年度：-％　令和9年度：-％　令和10年度：-％　令和11年度：-％)ホームページやPep
upでお知らせ、インスタグラム開設

利用者割合の増加(【実績値】-　【目標値】令和6年度：-％　令和7年度：-％　令和8年度：-％　令和9年度：-％　令和10年度：-％　令和11年度：-％)保養所の利活用(健康イベント等)を検討、社内のクラブ、サー
クル活動等で利用してもらう
保養所を利用したイベントを企画する、子会社キャラバンの協力

注１) １．職場環境の整備  ２．加入者への意識づけ  ３．健康診査  ４．保健指導・受診勧奨  ５．健康教育  ６．健康相談  ７．後発医薬品の使用促進  ８．その他の事業
注２) １．健保組合  ２．事業主が主体で保健事業の一部としても活用  ３．健保組合と事業主との共同事業
注３) ア．加入者等へのインセンティブを付与  イ．受診状況の確認（要医療者・要精密検査者の医療機関受診状況）  ウ．受診状況の確認（がん検診・歯科健診の受診状況）  エ．ＩＣＴの活用  オ．専門職による健診結果の説明  カ．他の保険者と共同で集計データを持ち寄って分析を実施  キ．定量的な効果検証の実施

ク．対象者の抽出（優先順位づけ、事業所の選定など）  ケ．参加の促進（選択制、事業主の協力、参加状況のモニタリング、環境整備）  コ．健診当日の面談実施・健診受診の動線活用  サ．就業時間内も実施可（事業主と合意）  シ．保険者以外が実施したがん検診のデータを活用  ス．その他
注４) ア．事業主との連携体制の構築  イ．産業医または産業保健師との連携体制の構築  ウ．外部委託先の専門職との連携体制の構築  エ．他の保険者との健診データの連携体制の構築  オ．自治体との連携体制の構築  カ．医療機関・健診機関との連携体制の構築  キ．保険者協議会との連携体制の構築  ク．その他の団体との連携体制の構築

ケ．保険者内の専門職の活用（共同設置保健師等を含む）  コ．運営マニュアルの整備（業務フローの整理）  サ．人材確保・教育（ケースカンファレンス∕ライブラリーの設置）  シ．その他

予予
算算
科科
目目

注1)注1)
事業事業
分類分類

新新
規規
既既
存存

事業名事業名
対象者対象者 注2)注2)

実施実施
主体主体

注3)注3)
プロセスプロセス

分類分類
実施方法実施方法

注4)注4)
ストラクストラク

チャーチャー
分類分類

実施体制実施体制
予算額(千円)予算額(千円)

事業目標事業目標 健康課題との関連健康課題との関連実施計画実施計画
対象対象

事業所事業所 性別性別 年年
齢齢 対象者対象者 令和6年度令和6年度 令和7年度令和7年度 令和8年度令和8年度 令和9年度令和9年度 令和10年度令和10年度 令和11年度令和11年度

アウトプット指標アウトプット指標 アウトカム指標アウトカム指標
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